
 

 

 

2024 年 2 月 14 日 
各  位 

会 社 名 井関農機株式会社 
代 表 者 名 代表取締役 冨安 司郎 
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上場取引所 東証プライム市場 
問 合 せ 先 IR・広報室長 鈴木 文利 
 （TEL.03-5604-7709） 

 

「プロジェクトＺ」施策について 

                                    

 2023 年 11 月 14 日付で発足した、抜本的構造改革等を推し進める「プロジェクトＺ」の施

策について、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 「プロジェクトＺ」施策 

 

【施策の全体像】 

「プロジェクトＺ」は抜本的構造改革および成長戦略の施策立案・実行を行います。 

抜本的構造改革は、「生産最適化」・「開発最適化」・「国内営業深化」の 3 テーマを軸に

短期集中的に施策を実行してまいります。また、成長戦略は集中分野の絞り込みを行

い、国内外の成長市場へリソースを集中し事業拡大を図ります。 

 

【具体的施策】 

（１）抜本的構造改革（短期集中）  

2025 年までに「製造会社経営統合（松山・熊本）」・「国内広域販売会社経営統合」を行

い、人的資源や投資・システムの集約、資産効率化による収益改善を行います。また、

開発においては、短期集中で製品収益率の改善を行うとともに、機種・型式の絞り込

みにより開発の効率化・組織のスリム化を行ってまいります。 

 

（２）成長戦略の遂行 

海外においては、各地域の需要をとらえた地域別戦略により収益性向上と事業拡大を

加速させてまいります。また国内においては、「大型」・「先端」・「環境」・「畑作」分野

に集中し国内事業を更に発展させてまいります。 

 

２．今後の計画 

 2024 年中に追加施策を公表いたします。 

以上 

詳細につきましては、添付資料をご参照ください。 
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【中期経営計画の進捗】
 2025年 連結営業利益率5%の目標に対し2024年は1.2%
 売上高に左右されることなく収益を確実に上げられる筋肉質への体質転換は未達
 海外売上高は中計前倒しで伸⾧

【成⾧戦略】
2024年～

 成⾧戦略セグメントに経営資源を集中
海外:Non-Agri製品 / 国内:Agri製品（大型・先端・環境・畑作）

 短期集中的に施策を立案・実行
 聖域なき事業構造改革を実行

【抜本的構造改革】

 生産最適化 :投資による国内再編と海外拠点の拡大
 開発最適化 :リソースの集中による成⾧戦略の加速
 国内営業深化:市場構造変化に対応

改革完遂
（～2027）

2027年 連結営業利益率 ５％以上・ROE ８％以上・DOE ２％以上 PBR1倍以上

 2024年中にさらなる抜本的構造改革施策公表

 製造会社経営統合（松山・熊本） 2024年7月
 製品ごとの利益率改善 ～2025年
 広域販売会社経営統合（国内） 2025年1月

短期集中
（～2025）
※今回公表



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

中期経営計画の進捗
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

中期経営計画の進捗

 2025年 連結営業利益率5%の目標に対し2024年は1.2%
 売上高に左右されることなく収益を確実に上げられる筋肉質への体質転換は未達

連結営業利益率推移

5.0%

1.6%

2.5%
2.0% 1.8%

1.4%

2.6%
2.1%

1.3% 1.2%

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
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計画
実績中期経営計画



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

中期経営計画の進捗
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環境激変への対応策不足、速さと深さが欠如
経営全体としての変革・実行に取組めなかった

 売上総利益
・コストアップに対する価格改定は追い付かず
・事業構造改革等により改善するも、
製品ごとの利益率改善や生産最適化が進まず、
中期経営計画と乖離

 販管費
・販管費率は年々悪化
・固定費圧縮施策の実行力不足

なぜ現中期経営計画は達成できていないのか

中計

実績

中計

実績・計画

営業利益率 売上総利益 （億円） 売上総利益率

販管費 （億円） 販管費率

5.0%

2.6% 2.1%

1.3% 1.2%

21年 22年 23年 24年 25年

29.6%
29.9%

29.6%

21年 22年 23年 24年 25年

27.0% 27.8%

28.3%

21年 22年 23年 24年 25年

468 

498 
503 

21年 22年 23年 24年 25年

426 

463 

481 

21年 22年 23年 24年 25年



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

戦略の骨子
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

プロジェクトZ発足

 社内体制をゼロから見直し、強靭な経営基盤を構築する
連結営業利益率 ５％以上
ROE                8%以上
DOE ２％以上

目的
聖域なき事業構造改革
 短期集中的に施策を立案・実行
（ＰＪ設置日:2023年11月14日）
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 成⾧に向けた施策の立案・実行

 聖域なき事業構造改革を、柔軟に速く実行
 ビジネスユニットの構築を進め、グループのベクトルを統一

2027年 PBR1倍以上

役割



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

【成⾧戦略】
【抜本的構造改革】

【短期集中】

プロジェクトＺ

成⾧ストーリー

Smart＆Sharp

需要に応え、力を蓄える。
①収益性改善
②資産効率化
③成⾧に向けたキャッシュアロケーション

Growth

農業と景観整備作業の
①自動化・省力化
②環境負荷低減

をグローバルにISEKIの技術で実現する。

2025 2027
食
と
農
と
大
地
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
カ
ン
パ
ニ
ー

Vision

営業利益率
5%以上

営業利益率
5%以上

ＰＢＲ
1倍以上
ＰＢＲ
1倍以上

ROE 8%以上ROE 8%以上
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DOE ２%以上DOE ２%以上



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

プロジェクトZ 施策の全体像
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＜軸となるテーマ＞

・生産機種と拠点の最適配置
・将来を見通した設備投資
・環境対応と効率化

生産最適化抜
本
的
構
造
改
革

・開発リソースの集中
・共通設計による効率化開発最適化

・統合による経営リソース集約
・成⾧市場へのリソース再分配
・物流改善と在庫圧縮

国内営業深化

・海外 地域別戦略の展開
・国内 大型・先端・環境・畑作

成⾧戦略

＜改善の方向性＞

収益性改善

資産効率化

成⾧に向けた
キャッシュ
アロケーション



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

Smart＆Sharp
抜本的構造改革 短期集中（～2025年)
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

生産最適化

2024年7月 製造会社経営統合(松山・熊本)
最適生産体制の構築を加速

井関熊本
コンバイン

井関新潟
田植機

井関松山
トラクタ・エンジン

井関重信
作業機

PT.ISEKI
海外向けトラクタ

井関南吉田
キャビン

＜基本方針＞
『製造会社の強靭な体質づくり』

人的資源や投資・システムを集約
業務効率化やコスト削減でのシナジー

➣生産効率化
➣人的資源の有効活用
➣資産効率化
➣在庫圧縮
➣固定費削減

PT.ISEKIｲﾝﾄﾞﾈｼｱの増産体制構築

生産最適化
～2027
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

 共通設計
 効率化

 工程集約
 間接効率化

開発最適化
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機種・型式30%以上削減し
成⾧戦略へ集中

グローバル設計

製品変動費
１０％以上削減し
利益率の短期改善

 成⾧率
 市場規模

 短期集中
 機種横断
 規格統一

最適化
本格始動

開発の効率化・組織のスリム化

大型・先端・環境・畑作

価値ある商品を生み出す

開発・生産体制

開発機種の
選択と集中

開発手法
の変革

※グローバル設計:製品の母体を共通設計し、
地域ごとに異なる部分のみを専用設計する。

製造会社
経営統合

（松山・熊本）

製品
利益率改善



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

2025年1月
広域販売会社経営統合

国内営業深化

資源集約による経営効率の向上

商品部品流通改善
在庫拠点最適化や物流体制の見直しによる
物流費の圧縮。

効率的な在庫運用
全国一元管理による効率的な在庫運用と削減

2023 2027 2030

棚卸資産
商品部品流通改善

在庫拠点最適化

物流体制見直し
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

Growth
成⾧戦略
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抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

成⾧戦略
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国内
 地域別戦略の展開により売上高を拡大

FY2020 FY2030

国内 海外

売上高比率（想定）

海外

自動化レベル１・２拡充 自動化レベル３

可変施肥対応拡充 電動商品

先端技術

環境対応

～2025 2027
 成⾧市場に向け開発力を

集中投下

2024 2027 2030

大型機種（※）販売台数

コンバイン

田植機

トラクタ
大型機種
トラクタ :75馬力以上
コンバイン:100馬力以上
田植機 :8条植以上

開発
知財

基盤 ✓収益管理高度化 ✓生産最適化 ✓開発最適化 ✓国内営業深化

 大型・先端・環境・畑作に集中

 販売会社統合による流動的・広域的人材活用
により成⾧市場の顧客を獲得



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

IST販売ﾁｬﾈﾙ強化(法人営業等)
TAFE生産機投入
高性能機投入

ア
ジ
ア
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成⾧戦略

AGCO社協働による
シェアアップ推進

環境対応等新商品投入

海外 次のステージへ具体策を確立、実践

北
米

電動等環境対応商品拡充
コンシューマー向け商品拡充
在庫一元管理等推進

欧
州

各地域の需要を精緻に捉え、収益性向上と事業拡大を加速する

北米(豪州)

欧州

アジア

売上高
CAGR    10%
営業利益
CAGR    20%
(2020～2030年）

※IST:当社のタイ販売子会社
※TAFE:インド業務提携農機メーカ

※AGCO:OEM供給先

FY2020 FY2023 FY2030

売上高 売上高 売上高



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略
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成⾧戦略

農
業
課
題

農業就業人口の減少

食料安全保障

環境への配慮

大規模大規模

先端技術先端技術畑作畑作

環境保全環境保全

大型農機市場や畑作酪農地域で培われたノウハウの全国展開や、
市場拡大する地域への人材登用。

国内 流動的・広域的人材活用

直面する農業課題へのソリューション力を発揮

粗
利
額

利益率

収益事業
作業機
部品
中古品

収益事業強化
各地で培った「強み」の共有による収益事業
の拡大。



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

成⾧戦略 集中分野の絞込み

事業ポートフォリオ
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成⾧戦略セグメント ➣ Non-Agri製品・ Agri製品(大型)

成
⾧
大

利益大

Agri（小型）

Agri Non-Agri Non-Agri Agri（大型）

Agri（中型）

バルーンサイズ:売上高

国内
アジア

欧州

北米

凡例:地域 成⾧の礎

価値向上 収益の要

成⾧戦略

※2030年売上高想定より作成、対象:井関農機製品
※Agri製品:農業用機械、NonーAgri製品:農業用以外機械（環境整備機械等）

Non-Agri製品

Agri製品
凡例:製品



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略
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施
策
の
方
向

市場・顧客ターゲットごとの
ビジネスユニット視点
✓ＳＴＰ（セグメント、ターゲット、ポジショニング）に応じた事業戦略

マーケット・インの実践

✓さらなるグローバル展開に向けたリソースの適正配置

✓事業採算管理によるマネージメントの強化

✓新規事業創出のための専門ユニット設置

（ビジネスユニット構想）

お客様
（Agri）

営業 営業

製造 製造

お客様
（Non-Agri）

開発 開発

企画 企画

経営管理

農
業
機
械

環
境
整
備
機
械

従来:機能別カンパニー視点

（現体制）

成⾧戦略 事業別収益 マネージメント構想



抜本的構造改革戦略の骨子中計の進捗 成⾧戦略

成⾧戦略 成⾧に向けたキャッシュアロケーション

 収益性改善と資産効率化により営業キャッシュフローを創出し、構造改革・成⾧投資、株主還元に
配分。有利子負債は2027年までは増加となるも、2030年に向けて削減

収益性改善

資産効率化

21

営業CF
創出

株主還元

有利子負債削減

 成⾧戦略重点分野
大型、畑作、環境、先端、海外

 人的資本
 システム投資
 構造改革

構造改革・
成⾧投資

＜キャッシュアロケーション＞

営業CF

借入金圧縮

株主還元

■2028～2030年（3年累計）

構造改革・
成⾧投資等

借入金

営業CF

株主還元

■2024～2027年（4年累計）

構造改革・
成⾧投資等



今後の計画

2024年中 追加施策公表

222020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

国内

海外

中期経営計画
実績
計画

営業利益率

5.0%

売上高
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ガバナンス体制と役員報酬

現状の厳しい経営実態を踏まえ、また意思決定の迅速化と多様性の観点から、
取締役体制と役員報酬を以下の通りといたします。

1．取締役体制（2024年3⽉株主総会上程予定）
（1）社内取締役 現状6名→株主総会後5名
（2）社外取締役 ⼥性取締役2名の登⽤（⼈数は不変）

2．役員報酬
当社は役員報酬に業績連動報酬制度を導⼊していますが、2023年業績に係る「業績連動・評価報酬(⾦銭）」
については、代表取締役については不⽀給、取締役（社内）・執⾏役員についても減額いたします。

株主総会後現在

5名6名社内取締役

3名3名社外取締役

8名9名合計



将来の見通しに関する記述についての注意

・本資料は、情報提供を目的として作成しており、本資料による何らかの行動を勧誘するものではありません。

・本資料は、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が作成したものでありますが、潜在的リスクや不確実性が含まれ

ており、経済情勢や市場動向の変化等により実際の結果と必ずしも一致するものではありません。

・ご利用に際しては、ご自身の判断でお願い致します。

本資料に掲載している業績予想や目標数値に依存して投資判断を下すことによって生じ得るいかなる損失に関しても、

当社は責任を負いません。
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